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分 譲 地 の 所 在 輪島市マリンタウン 4 番 地内 （赤枠内） 

販 売 区 画 数 令和７年５月９日現在 ８区画（総区画数８７区画）※別紙位置図参照 

販売区画の面積 148.12 ㎡  ～ （45 坪 ～） 

販売区画の価格 

 

4,310,292 円 ～ ( 1 ㎡あたり 29,100 円～、1 坪あたり 96,030 円～ ) 

用 途 地 域 準住居地域（容積率 200％・建ぺい率 60％） 

上 下 水 道 完備（加入済み） 

販売区画の区分 

住宅地区 住居専用住宅のみ建築できる地区です。 

沿道地区 住居専用住宅 又は 店舗を併用する住宅が建築できる地区です。 

サービス地区 店舗を併用する住宅のみ建築できる地区です。 

備     考 

● 住宅の建設に当たり、市が定める景観基準を遵守していただきます。 

● 建売住宅やアパート等の建設を目的とした土地の購入はできません。 

● 分譲する土地に 10 年間の買戻特約を登記することに同意していただきます。 

  また、10 年の期間満了後、買戻特約の滅失登記にご協力願います。 

● 土地の分譲手続きや住宅の建設工事について、市が不動産業者又は工事業者等

に仲介を依頼することはありません。その場合の仲介等に係る費用は依頼者の

負担となります。 

● マリンタウン緑地に面する区画では、歩道の縁石を車１台分撤去してあります

が、現況の縁石の撤去と車両の乗り入れ舗装に係る工事（工事費は自己負担）

には、市の土木課の許可が必要です。 

分 譲 地 の 概 要  



 ・ 販売区画は自由にご覧いただくことができます。宅地内の電柱などは移動でき

ません（現況有姿での引渡しとなります）ので、現地を十分に確認してください。 

・ 建築物に一定の制限を設けています。詳しくは担当窓口にご相談ください。 

 
 

分譲の申込みができるのは、下記の全てを満たす方です。 

○ 居住する方が輪島市に定住を希望し、かつ、住民登録のできる方であること 

○ 税金などの公的な支払いを滞納していないこと 

○ 暴力団関係等の反社会的行動を行う団体の構成員及び暴力的不法行為を行う 

者並びに公序良俗に反する行為を行う者でないこと 

  

 
 

分譲が決定されたときは、市から決定通知書が交付されます。また、決定通知書

を受け取った日以降の市が指定する期日までに、土地売買契約を締結していただき

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 
土地代金は、土地売買契約締結後に市が発行する「納入通知書」により、市が指

定する納期限までに納入していただきます。 

 
 

土地代金の納入を確認後、市が土地の所有権移転登記を行います。また、併せて

１０年間の買戻特約登記を行います。 
 

 

 

 

登記完了後、登記済書（権利書）が交付されます。 

提出書類 
 

 

① 土地売買契約書 ２通 
 

② 印鑑（ 実印 ） 
 

③ 土地売買契約にかかる収入印紙（1 通のみ） 
 

登記の手続き 

（14 日間） 

土地売買契約 

提出書類 
 

① 承諾書 兼 登記原因証明情報 １通 
 

② 分譲申込者の住民票抄本（申込み時と住所等が異なる場合） １通 
 

③ 印鑑登録証明書 １通 
 

④ 印鑑（ 実印 ） 
 

⑤ 土地の所有権移転登記にかかる登録免許税（現金納入） 

現地確認 

分譲の申込み 

資格審査 

土地代金の納付 

土地の手続き完了 

提出書類 
 

① 輪島市マリンタウン住宅用地購入申込書 １通 
 

② 誓約書 １通 
 

③ 印鑑（ 認印 ） 
 

④ 分譲申込者の住民票抄本（法人の場合は会社謄本） １通 
 

⑤ 同居予定者全員（法人の場合は居住予定者全員）の住民票抄本１通 

決定通知の交付 

分 譲 の 手 続 き 



 

 
 

≪分譲申込みについて≫ 
 

○  １世帯につき１人、かつ１人につき１区画の分譲申込みができます。 ただし、隣接する区画に 

またがって１戸の住宅を建設しようとする場合に限り、２区画以上の申込みができます。 

また、法人にあっては、当該法人に就業する従業員等が居住する、店舗または事務所を併用した 

住宅を建設しようとする場合に限り申込みができます。 

○ 分譲の条件として、以下の事項を守っていただきます。違反した場合は、土地売買契約の解除又 

は売買した土地の買戻しを行ったうえで、違約金等を徴収することがあります。 

(1) 「輪島市マリンタウン街並み景観形成基準」に基づく一戸建て住宅を建設すること 

(2) 土地売買契約を締結後５年以内に住宅建設工事に着手すること 

(3) 宅地の敷地内に電柱等があっても、異議はないものとすること 

(4) 土地の取得後１０年間は第三者へ所有権を移転、貸与又は交換しないこと 

  ※買戻特約を設定しますが、１０年経過後に抹消登記（登記費用は個人負担）ができます。 

 

≪土地売買契約及び登記について≫ 
 

○ 土地売買契約を締結する際の名義人及び分譲区画は、市が交付する分譲承認決定通知書のとおり 

  です。相続などの場合を除き名義人及び分譲区画を契約や登記のときに変更することはできません。 

 

○ 土地売買契約にかかる所有権移転と買戻特約の登記手続きは市が行います。（登記に係る登録免許 

  税は土地購入者の負担となります。） ただし、金融機関等による抵当権設定の登記をするときは、 

  土地地購入者本人又は金融機関の委託を受けた司法書士が登記手続きをすることになります。 

 

○ 所有権移転と買戻特約の登記は、住民票及び印鑑登録証明書に記載された住所及び氏名で登記さ 

 れます。登記された事項の変更は、変更登記の手続きと所定の登録免許税の納付が必要となります。 
 

 

≪住宅の建設について≫ 
 

 ○ 工事の際の側溝、擁壁の破損または周辺家屋への被害などは、土地購入者の責任において処理し 

てください。また、住宅用地内を東西に走る道路から海側の区画は、電気及び電話線が地下埋設と 

なっており、その引き込み等に係る手続き及びその手続きに係る費用の負担は土地購入者がすること 

になります。 

 ○ 工事中は、宅地内で工事を施工し、又は資材を確保してください。隣接地の借用が必要な場合は、 

あらかじめ土地所有者（未売却地は市）の許可を受けてください。 

 

注 意 事 項 



 

分譲地の区域内における街並み景観の形成や輪島産材の利用促進、地元工務店における在来工 

法の継承や後継者の育成等を目的として、市から輪島市マリンタウン４番地内の土地を購入した 

個人が、一定の要件を満たす一戸建て住宅を建設又は購入した場合には、1 区画につき１２０万円 

を上限とした補助制度があります。 

 補助対象となる住宅の要件 補助金額 
※１ 

「輪島市マリンタウン街並み景観形成基準」※2 の基準を満たす住宅で、かつ、 

延べ床面積が８０平方メートル以上のもの 
５０万円 

以下の条件を全て満たす住宅 

① 住宅に占める輪島産材の割合が５０％以上であること 

② 輪島産材の使用量が、延べ床面積１平方メートルあたり 0.13 立方メートル 

以上であること 

３０万円 

「市内建築業者」※3 が建築した住宅 ４０万円 

    

※１ 補助金額について 

補助金額は１区画当たりの交付額です。２区画以上の土地を購入して住宅を建てるときは、補助 

金額に「区画上の延べ床面積が８０平方メートル以上」の区画数を乗じた額が交付されます。 

例）2 区画購入し、建てた住宅の延べ床面積が 175 ㎡、区画上の延べ床面積がそれぞれ A 区画 90 ㎡、B 区画 85 ㎡ 

 → 補助金額（最大）１２０万円× ２区画 ＝ 補助金交付額（最大）２４０万円 

 

※２ 輪島市マリンタウン街並み景観形成基準 

マリンタウン住宅用地において、ゆとりある区画形状を利用した緑地等の配置により周辺景観に 

配慮し、居住性やデザイン性に優れた住宅地を形成することを目的とした基準です。 

基準では、道路境界や隣地境界からの壁面の距離や、建築物の高さ、屋根や壁面の素材、生け垣 

  の設置など、区域内における街並み景観を形成するために、一定のルールを定めています。 

 

※３ 市内建築業者 

輪島市内に事務所を有する住宅建設関連事業者で、建設業法（昭和 24 年法律第 100 号）に基 

  づく許可を受けて本店や本社等（以下「本店等」という。）を輪島市に設置している法人、個人をい 

  います。本店や本社等の要件は、法人にあっては、輪島市内に本店や本社等の法人登記がなされ、 

輪島市内において法人に係る市税の納税義務を有していること、個人にあっては、事業主が輪島市 

内に住民登録を有し、輪島市内に納付すべき市税の納税義務者であることとします。 

 

住 宅 建 設 の 補 助 



 

 
・ 建設に着手する前に、設計者又は請負業者を同席のうえ事前協議を行います。 

・ 輪島市マリンタウン住宅用地分譲指針を守っているか確認のうえ、補助金の手

続き及び手続きに係る注意事項などを説明いたします。 

 

 

 

 ・ 補助基準に合致したものであるかどうかを審査します。 

事前協議の内容を審査した結果、補助基準を満たす住宅として認められる場合 

は、事前協議終了通知書が交付されます。 

 
 次の場合は、速やかに補助事業変更の届出をしてください。 

○ 建築物の外観 又は 工作物、植栽などに変更があったとき 

 ○ 事前協議書に記載した着手日 又は 完了日が変更になったとき 

 ○ 建設にかかる費用が変更になったとき 

  

住宅の建設が完了した日から１４日以内に、下記の書類を提出して下さい。 

 実績報告を受け付けてから１４日以内に、まちづくり推進課の担当職員が現地調

査を 実施します。補助基準を満たしていることが確認されたときは、輪島市マリ

ンタウン街並み景観形成補助金交付決定通知書が交付されます。 

 
・ 決定通知書を受領した後、速やかに請求書を提出してください。 

・ 請求書に記載する請求者名及び口座の名義は、補助金申請者のものとします。 

 

請求書を受付した日からおおむね４０日以内に、補助金が交付されます。 

 

 

 

 
 

完了検査 

事前協議で提出するもの  
 

① 事前協議申請書 
 

② 事業計画書 
 

③ 印鑑（ 認印 ） 
 

④ 住宅の配置図・平面図・求積図・立面図（外壁がわかるもの） 
 

⑤ 住宅の建設にかかる費用がわかるもの（見積書・契約書など） 

補助金の請求 

補助金の交付 

補助金の申請 

及び実績報告 

事前協議の審査 

事前協議の申請 

実績報告で提出するもの 
 

① 輪島市マリンタウン街並み景観形成補助金交付申請書兼実績報告書 
 

② 補助事業の実績・収支決算書 
 

③ 印鑑（ 認印 ） 
 

④ 住宅の外観写真（全体及び道路面の外観を写したカラーのもの） 
 

⑤ 補助事業に係る契約書及び領収書の写し 
 

⑥  その他（建築した事業者の資格証明・輪島産材使用証明など） 

建設の着手 

補 助 金 の 手 続 き に 必 要 な も の 



【輪島市マリンタウン街並み景観形成基準】
 

 
 

 

 

 



輪島市マリンタウン街並み景観形成基準 

建築物等の 

位   置 

1ｍ以上 1ｍ以上

建築物等

隣
地
境
界
線

隣
地
境
界
線

通路境界線　0.5ｍ以上

道路境界線　1ｍ以上
 

建築物等の 

高さ・階数 

 

          

建築物等の 

形態・意匠 

色彩・素材 

 

 
 

 
 

 

壁面後退線 



輪島市マリンタウン街並み景観形成基準 

設  備 
 

 

 

門塀・垣・柵 

 

    

 

 

 

※ 隣地境界・通路境界に垣又は柵を 

設置する場合は、原則生け垣以外禁止 



輪島市マリンタウン街並み景観形成基準 

広 告 物 

 

駐車場・車庫 

 

 

緑  化 

 

そ の 他 

 

 

 

 



輪島市マリンタウン住宅用地分譲指針 

 

輪島市建設部まちづくり推進課 

令和２年７月２７日改正 

（趣旨） 

第 1 条 この指針は、輪島市マリンタウン住宅用地（以下「宅地」という。）の分譲に関し

必要な事項を定めるものとする。 

 

（募集の方法） 

第 2 条 宅地の分譲を受ける者（以下「譲受人」という。）の募集は、公募によるものとす

る。 

 

（譲受人の資格） 

第 3 条 譲受人は、次に掲げる条件を具備するものでなければならない。 

(1) 輪島市に定住を希望し、住民登録をできる者であること。 

(2) 輪島市に納める個人市民税、固定資産税、都市計画税及び軽自動車税を滞納していな

いこと。 

(3) 暴力団関係等の反社会的行動を行う団体又は当該団体の構成員及び暴力的不法行為を

行う者、並びに公序良俗に反する行為を行う者でないこと。 

2 法人が宅地の分譲を受けようとする場合にあっては、前項第 1 号中「輪島市に定住を希

望し、住民登録をできる者」とあるのは「輪島市に自らの店舗又は事務所を設置しようと

するもの」に、前項第 2 号中「個人市民税」とあるのは「法人市民税」と読み替えるも

のとする。 

 

（分譲の条件） 

第 4 条 市長は、宅地の分譲に当たって、次の各号に掲げる条件を付する。 

(1) 所有権移転した日の翌日から起算して5 年経過する日までに建物の建築工事に着手

すること。 

(2) 宅地を取得した日の翌日から起算して 10 年間は、第三者に所有権を移転、貸与又

は、交換しないこと。ただし、相続その他これに類する原因による所有権移転の場合を

除く。 

(3) 建築する建物は、輪島市マリンタウン街並み景観形成事業補助金交付要綱（平成 22

年輪島市告示第 150 号。第 6 条において「要綱」という。）別表第 1 に掲げる輪島市

マリンタウン街並み景観形成基準に適合させること。 

(4) 取得する宅地内に電柱等があっても、これに対し異議はないものとすること。 

 

（分譲の申込み） 

第 5 条 宅地の分譲を受けようとする者（以下「分譲申込者」という。）は、輪島市マリンタ

ウン住宅用地購入申込書（様式第 1 号。以下「申込書」という。）に、次に掲げる書類を添

えて市長に提出しなければならない。 
 

－１－ 

 

 

 

 



輪島市マリンタウン住宅用地分譲指針 
 

 (1) 誓約書（様式第 2 号） 

 (2) 居住予定者全員（分譲申込者を含む。）の住民票謄本 

 (3) 法人登記簿謄本（法人の場合のみ） 

 (4) その他必要な書類 

 

（注意事項） 

第 6 条 前条の規定による分譲の申込みは、次の各号に基づくものとする。 

 (1) 個人の申込みは 1 世帯 1 人とし、かつ、1 人 1 区画とする。ただし、隣接する区画に

同一の建物を建築する者（増築も含む。）に限り、複数の区画を申し込むことができる。 

 (2) 法人の申込みは 1 法人 1 区画とする。ただし、隣接する区画に同一の建物を建築する

者（増築も含む。）に限り、複数の区画を申し込むことができる。 

(3) 市が申込書を受理した後に、分譲申込者の名義人又は希望する区画を変更してはなら

ない。 

  (4) 要綱第 2 条第 6 号に規定する展示住宅を取得する者は、前条に掲げる書類のほか、当

該展示住宅を取得することを証する書類を申込書に添えて、市長に提出しなければなら

ない。 

 

（分譲の決定） 

第 7 条 市長は、第 5 条の規定による申込書を受理したときは、その内容を審査し、分譲の

可否を決定する。 

2 市長は、前項の結果を輪島市マリンタウン住宅用地分譲承認（却下）決定通知書（様式第

3 号）により、通知するものとする。 

 

（契約の締結） 

第 8 条 分譲申込者は、前条の規定による承認決定通知を受けて譲受人となった日以降の市長

が定める期限までに、輪島市と分譲契約を締結しなければならない。 

 

（分譲価格） 

第 9 条 分譲価格は、土地造成費その他社会情勢等を勘案して、別に市長が定める。 

 

（分譲代金の支払い） 

第 10 条 譲受人は、市長が定める期限までに、分譲代金を全額納入しなければならない。 

 

（所有権移転の登記） 

第 11 条 市長は、譲受人が分譲代金を完納したときは、速やかに所有権移転登記の手続きを

行うものとする。 

2 譲受人は、所有権移転登記の手続きに際し、次の各号に掲げる書類をあらかじめ市長に提

出しなければならない。 

(1) 承諾書兼登記原因証明情報 

(2) 分譲契約及び前号の書類に押印した印鑑の印鑑登録証明書 

(3) その他必要な書類 
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（登記費用の負担） 

第 12 条 この指針により分譲された宅地の登記手続きに係る登録免許税等の費用は、譲受人

の負担とする。 

 

（宅地の引渡し） 

第 13 条 宅地の引渡しは、市長の指定する職員と譲受人双方立ち会いの上で行い、当該引渡

しの際引渡し書を作成して、市長及び譲受人がそれぞれ 1 通を保有する。 

 

（契約の解除） 

第 14 条 譲受人が次の各号のいずれかに該当するときは、契約を解除できるものとする。 

(1) 分譲の申込みが虚偽の記載又は不正の手段によって行われたとき。 

(2) 市長が定める期限までに分譲代金を納入しなかったとき。 

(3) 譲受人の自己の都合により、宅地分譲の引渡し前に分譲契約の解除を申出し、市長が

やむを得ないと認めたとき。 

(4) 契約条項に違反があったとき。 

2 前項の規定により分譲契約を解除したときは、譲受人は、次に定める金額を違約金として

納入しなければならない。ただし、市長がやむを得ないと認めたときはこの限りではない。 

(1) 違約金の額は、分譲代金の 10 パーセントに当たる金額とし、限度額を 500,000 円

とする。 

3 第 1 項の規定により分譲契約を解除したときは、分譲代金を譲受人に払い戻すものとする。

この場合において、違約金が未納の場合は、納入された譲渡代金から違約金相当額を控除し

て払い戻すことができるものとする。ただし、払戻金には利息を付さない。 

 

（買戻し特約の抹消登記） 

第 15 条 譲請人は、分譲契約に基づく買戻し特約の期間が満了したときは、買戻し特約抹消

登記の手続きをすることができる。 

2 譲受人は、買戻し特約抹消登記の手続きをしようとするときは、次の各号に掲げる書類を

あらかじめ市長に提出しなければならない。 

(1) 買戻特約登記抹消依頼書 

(2) 土地の登記簿謄本 

(3) その他必要な書類 

3 この指針により分譲された宅地の買戻し特約の抹消登記手続きに係る登録免許税等の費用

は、譲受人の負担とする。 
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